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“地域熱供給”のバーチャル工場見学サイトが開設されました！

この施設は下記エリアで熱供給を受けています

西鉄福岡駅再開発地域
（㈱福岡エネルギーサービス）

ONE FUKUOKA BLDG.
ONE FUKUOKA BLDG.は、西日本鉄道㈱の本社
があった福岡ビル、商業施設の天神コア、天神
ビブレの一体的再開発で、4月24日に開業した大
型複合ビルである。洗練されたデザインの、幅約
100m、奥行約70m、高さ約97mという存在感あ
る建物には、ハイクオリティなホテルやBCP・環
境性能に優れたオフィス、食の都・福岡ならでは
の飲食店街等があり、天神の新しいシンボルとし
て脚光を浴びている。この新生ランドマークビル
にも、安全・安心で環境と共生するまちづくりに
貢献する地域熱供給が採用されている。

街のレジリエンス強化に向けた
地域熱供給の貢献
増田 幸宏（芝浦工業大学 教授）
波戸 靖幸（㈱北海道熱供給公社 取締役常務執行役員 営業部長）
古田島 雄太（丸の内熱供給㈱ 取締役常務執行役員）
黒﨑 充能（東京電力エナジーパートナー㈱ 法人営業部 エリア開発推進部長）

座談会



福岡市の天神エリアでは、一斉に更新期を迎えるビル群の建替

えを促進する福岡市の施策「天神ビッグバン」が進められている。

ONE FUKUOKA BLDG. は、同施策の中でも最大規模の大型複合

ビルで、九州一の繁華街・天神の玄関口である西鉄天神大牟田線・

福岡（天神）駅の目の前に誕生した。日本の都市ではアジアに最

も近い位置にあり、市内の商業エリアとビジネスエリアの交点に

ある同ビルは、様々な国籍、文化、世代、ライフスタイルが入り

混じる場所にあることから、様々な価値観の人々が交差する場と

して「創造交差点 -meets diff erent ideas-」をコンセプトに開発さ

れることになった。多様な機能、オープンスペース、アートや緑

を備えた心地よい空間が整備され、様々な人々が引き寄せられる

ことで、偶発性と多様性に満ちた新しいアイデアに出会える場所

となる。新たな創造のきっかけになることが期待されている。

C O N T E N T S
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ONE FUKUOKA BLDG.

03	 InterView	◆	伝えたい熱がある。研究者の原点◯20

北九州市立大学 准教授　上野 貴広

04	 座談会	◆	

 街のレジリエンス強化に向けた
 地域熱供給の貢献
 増田 幸宏（芝浦工業大学	教授）
　　波戸 靖幸（㈱北海道熱供給公社	取締役常務執行役員	営業部長）
　　古田島 雄太（丸の内熱供給㈱	取締役常務執行役員）
　　黒﨑 充能（東京電力エナジーパートナー㈱	法人営業部	エリア開発推進部長）

10 抄録	◆	令和6年度日本熱供給事業協会シンポジウム	基調講演

 日本のエネルギー政策と熱供給
 橘川 武郎

（	国際大学	学長・大学院国際経営学研究科	特任教授、
	 	東京大学・一橋大学	名誉教授）

14 連載	◆	Go	To	カーボンニュートラル！ミリエネ・サイエネ・最前線⑪

CO2回収・貯留（日本CCS調査㈱）

16 連載	◆	Close	up	town!!	全国熱供給エリア紹介◯25

西鉄福岡駅再開発地域（㈱福岡エネルギーサービス）

18	 NEWS FLASH
	 ①	東京都市サービス㈱が省エネ大賞、中部国際空港エネルギー供

給㈱がコージェネ大賞を受賞
	 ② 東京ガス㈱と野村不動産㈱による芝浦スマートエネルギーネット

ワークが始動
	 ③ 東京メトロが丸の内熱供給㈱と池袋地域冷暖房㈱の「カーボン

オフセット熱メニュー」を導入
	 ④ 近畿大学・東京電機大学・北海学園大学・大阪公立大学の学生

向けに出前授業を実施
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○47 福岡市天神の新スポット
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ONE FUKUOKA BLDG.

福岡市地下鉄「天神」駅直結
西鉄天神大牟田線「福岡（天神）」駅から徒歩3分

ONE FUKUOKA BLDG.

昭和通り

天神駅 地下鉄空港線

地下鉄七隈線 天神南駅

福岡市役所
●

パルコ本館
●

ヴィオロ
●

パルコ新館●

岩田屋新館●
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ソラリアプラザ
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●天神ツインビル
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センター

●大丸
福岡中央警察署●
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●福岡銀行本店
明治通り
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1Fグランドロビー（写真：㈱エスエス）

ONE FUKUOKA BLDG.
住　　所：	福岡県福岡市中央区
　　　　　天神一丁目11-1
営業時間：	ショップ　平日11～20時／土日祝10～20時
　　　　　レストラン	11～23時

※店舗ごとに営業時間が異なります。

	 　詳細は下記HPをご参照ください。

お問合せ：	0570-01-1553

https://onefukuoka-building.jp/
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主な研究テーマを教えてください。
上野　専門は建築設備と都市環境を

統合した持続建築エネルギー学で、

主に建築設備のコミッショニングや空

調排熱抑制によるヒートアイランド対

策、離島等のスモールコミュニティの

RE100 プラン策定支援等の研究を行

っています。

研究の原点になったことは？
上野　大学 3 年の頃に「知の逆転」

という新書で持続可能性に関する研

究者のインタビューを読んだのが原点

です。建築でも省エネ等多くの面で貢

献できると思い当たり、建築環境の

研究の道を進もうと考えました。

　また、研究室に所属した後は、多く

の研究者や実務者と交流するようにな

り、建築設備が計画通りの性能を発

揮できていない現状があると知って、

強い問題意識を感じて研究を続けて

きました。

現在、課題と思われていることは？
上野　脱炭素社会実現のためには、

既存建物への対策も不可欠です。公

共住宅の ZEH 化等により安価で低

炭素な住宅を普及させて国内住宅全

体の省エネ性能底上げを図る等、自

治体、設計者、管理者など裾野広く

問題意識を持っていただく必要があり

ます。そのためにも、研究の成果が

着実に社会実装される仕組みづくりま

で含めた研究が必要ですし、まだ社

会課題として取り上げられていない問

題を可視化していくことも必要だと感

じています。

今後の展望をお聞かせください。
上野　市立大学の研究者として、脱

炭素先行地域に選定された北九州市

の脱炭素化に貢献していきたいです。

離島や山間部の脱炭素化やデマンド

レスポンスなど、市の様々なニーズに

応えていく所存です。

伝えたい熱がある。研究者の原点⑳

持続可能性に関する研究者のインタビューを読んだことを契機に、建築環境研究の道へ。

INTER
VIEW

Ueno	Takahiro
1992 年山口県生まれ。2015 年九州大学
工学部建築学科卒業、2020年九州大学大学
院人間環境学府空間システム専攻博士後期課
程修了。博士（工学）。国立研究開発法人建
築研究所研究員、早稲田大学創造理工学部建
築学科講師等を経て、現在に至る。研究分野
は建築設備、都市環境工学、省エネ。論文「商
業・業務街区におけるコージェネレーション
システムを用いた地域熱電併給システムの導
入効果の推定	複数のエネルギー指標に基づく
性能評価」で 2022年日本建築学会奨励賞
受賞。

北九州市立大学 准教授

上野上野
貴広貴広
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増田	幸宏
（芝浦工業大学	教授）

波戸	靖幸
（	㈱北海道熱供給公社	
	取締役常務執行役員	営業部長）

古田島	雄太
（丸の内熱供給㈱	取締役常務執行役員）

黒﨑	充能
（	東京電力エナジーパートナー㈱
	法人営業部	エリア開発推進部長）

大震災と発災時の対応
増田　最近は自然災害が非常に激甚

化、頻発化しており、求められる災

害対策も新たなフェーズに入ったと

思います。災害以外にも、人手が足

りないとか、物が手に入らないとか、

様々な面で不確実性が高まっている

状況で、今まで人々が考えていた社

会の前提や、当初の想定から外れる

ことがたくさん起きています。その

ような中で、レジリエンスの確保が

重要であることが改めて認識されて

きています。

　昨年、日本熱供給事業協会は、熱

供給事業がこれから目指すべき方向

性として「地域熱供給の中長期ロー

ドマップ」を発表されました。そこ

で、脱炭素化と強靭化に向けてどう

貢献していくかというメッセージを

明確にうたい、柱の 1 つとして、「街

のレジリエンス強化に向けた取組

み」を提示されています。今日は「街

のレジリエンス強化に向けた地域熱

供給の貢献」をテーマに、色々とお

話を伺えればと思います。

　最初に各社での過去の災害対応に

ついて振り返りをお願いします。

波戸　北海道では、6 年前に胆振東

部地震が発生しました。当時、一番

衝撃を受けたのは、北海道全域停電

（以下、ブラックアウト）が起きた

ことでした。

　北海道熱供給公社は、札幌都心で

5 つの熱供給プラントを運用してい

ますが、設置した時代によって、プ

ラントの震災時の対応力に差が見ら

れました。1 番古いプラントは、長

時間の停電を想定しておらず、復電

するまでどのようにシステムを守る

か、という視点で対策をしていまし

た。2 番目に古いプラントは、停電

時でも電力を賄えるようにコージェ

ネを導入しましたが、運転条件が整

わないと停電時に運転が継続できな

いというシステム的な課題がありま

した。その後に設置した 3 つのプラ

ントは、非常時でも自立運転が可能

なシステムを構築しており、ブラッ

クアウトの時も電力と熱の供給が継

続できました。建設時のコンセプト

によって、プラントの対応内容が大

きく変わることを肌で感じた地震で

した。

古田島　東日本大震災の時のお話を

します。当時、丸の内熱供給のプラ

ントは 14 カ所でした。蓄熱槽は氷

蓄熱が主流で、コージェネはまだ導

入をしていませんでした。全て地下

のプラントだったので大きな被害は

なく、熱供給事業法上の報告が必要

になるような供給支障もありません

でした。地下施設の強靭性を証明で

きたと思っています。

黒﨑　私からは、東日本大震災後の

左から、
波戸氏、増田氏、
古田島氏、黒﨑氏
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電力使用制限についてお話をしたい

と思います。

　熱供給事業者が苦労されたのは、

震災後の夏に電気事業法第 27 条に

基づく電力使用制限への対応だった

と思います。国が需要家に対して電

力の使用を抑えることを発令するス

キームです。熱供給システムの蓄熱

槽は、13 〜 16 時の電力需要のピー

ク時間帯に使用量を抑える目的で運

用されていた事業者が多かったと思

いますが、この時は使用制限時間帯

の最大電力を前年夏の最大電力から

削減するという指示だったため、蓄

熱槽の運用を変更する必要があり、

熱供給事業者の創意工夫により削減

量を達成いただいたと記憶していま

す。蓄熱槽に限らず、システムが多

様化している熱供給事業ならではの

強みが発揮されたとも感じました。

増田　皆さんのお話を伺って改めて

思ったのは、システムとして捉えて

考えることの大事さです。震災時、

全体のシステムとしてどのようなサ

ービスを実現するか。あるいは、何

が欠けていたらどのような影響が出

てくるのか。地域熱供給はシステム

であることが特徴であり強みです。

そこに人間という要素も入っていて、

臨機応変に対応ができる。そのよう

な点が非常に印象的でした。

顧客や社会のニーズの変化
増田　ハザードマップなど、将来的

な災害発生予想や被害想定等を見て、

顧客のビルや社会のニーズも変化し

ていると思います。そうした新しい

ニーズへの対応をどのように考えら

れているかについて伺

います。最初に、古田

島さん。丸の内熱供給

ではいかがでしょうか。

古田島　当社が熱供給

事業を行っているエリ

アでは、新規の開発プ

ロジェクトが多数あり

ます。その中で変化が

見られるのは、プラン

トの設置場所の選定で

す。先ほど、地下プラ

ントの強靭性のお話を

しましたが、一部のビ

ルでは、地上階にプラ

ントを設ける事例が増

えてきています。理由

は浸水対策があげられ

ますが、地下掘削にか

かるコスト増や工期の

長期化を避けたいとい

うビル側の事情もあり

ます。

　また、ビルオーナーによって、ビ

ル自体の BCP（事業継続）対応の

考え方に濃淡があります。熱供給プ

ラントは、設置するビル側のコンセ

プトに合わせた計画を行う必要があ

るので、大手町、丸の内、有楽町エ

リア全体で同じレベルのレジリエン

スを維持する状況にはなっていませ

ん。従って、開発案件ごとの対応策

立案に努めています。

　それから大手町、丸の内、有楽町

エリアの都市防災機能の強化のため

に、エリアのビルオーナーが協議会

のメンバーとなって都市再生安全確

保計画を作成しています。協議会に

は当社も参加しており、2028 年完

成予定の Torch Tower 等、帰宅困

難者の一時滞在施設として対応する

座談会 ◆ 街のレジリエンス強化に向けた地域熱供給の貢献

図1　地域熱供給中長期ロードマップApproach3「街のレジリエンス強化に向けた取組」について
	 （出典：当協会「地域熱供給中長期ロードマップ」2024年7月 から作成）

Approach1 最新技術の導入による省エネ・省CO2運転の取組

Approach2 熱の脱炭素化に向けた取組

Approach3 街のレジリエンス強化に向けた取組

カーボンオフセット熱の供給の開始、再生可能エネルギー熱・
排熱の有効利用システムの実装、関係業界等と連携してクリー
ンガス・水素の導入の取組等。

デジタル・AI の活用による高効率熱製造システムの実装、CCU
の導入に向けた取組等。

2050 年に向けて
目指す絵姿

・ 街の脱炭素化
・ 新しい街づくり
・ 街の防災機能強化

地域総合サービス業界
として牽引・貢献

DTS：District Total Service

※ 国内先進事例の
　 海外展開による
　 国際貢献も視野

2050 年に向けたトランジション期のアクション

地方自治体と連携した、①コージェネ設置熱供給プラン
トの災害時における熱と電力の継続供給、②蓄熱槽設置
熱供給プラントの災害等における消防用水・生活用水の
継続供給の推進。

①災害時における熱と電力の継続供給

コージェネ設置熱製造プラントは、非常時における
電力、熱の継続供給が可能。

②災害時における生活用水・消防用水の継続供給

蓄熱槽設置熱製造プラントは、蓄熱槽の水を消防用
水や生活用水に活用することが可能。

街のBCP対応力の向上への貢献
熱業界は、街のエネルギーの安定供給の担い手として、地方自治体と連携して、災害時
における安定供給維持に向けた取組を推進し、街のBCP対応力の向上に貢献していく。
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ビルには、非常時にエネルギー供給

を行う計画となっています。

黒﨑　東日本大震災以降は、災害対

策と並行して、再エネの導入が大き

く進みました。固定価格買取制度

（FIT）によって太陽光発電を中心

に普及が進み、BCP と CN（カーボ

ンニュートラル）対応が一体的に進

められてきた印象が強いです。

　そのような中で、当社が大きく変

わったのは、大型電源と送電網で構

築される電力供給による安定供給へ

の取組みのみでなく、分散型電源の

価値を再認識し、熱供給事業と併せ

て特定送配電事業に取り組むように

なったことです。電力会社として需

要側もコントロールすることで、需

要と供給の両面で電力系統の運営を

安定させるメリットがあります。

　また、熱供給を受けるお客さまは

CN 対応を強く要求されるようにな

りましたので、CN 対策も並行して

進めていく必要があります。BCP

と CN は相反するものではなく、両

立させるべきものとして、そのよう

なニーズの高まりを感じながら、

日々取り組んでいます。

波戸　札幌市の場合は、地域熱供給

を採用すると容積率の緩和を受けら

れる優遇措置がありますが、昨今の

図2　地震に強い地域熱供給の特徴（出典：当協会「熱供給	40周年記念号」2012年12月から作成）

河川水

海水

冷却塔の耐震性

365日24時間プロ監視

地下に設置されたプラント
発電設備の所有

蓄熱槽による水の確保

多重化した
電力系統との接続

地盤変動にも耐える中圧ガス導管

多様なエネルギー源

高い耐震設計レベル

強い地域導管

熱供給施設では、省エネルギーのため

に、電力・ガス・石油等のエネルギー源を

ベストな形でミックスして使用している場

合があります。

また、海水や河川水等の未利用エネル

ギーを活用する熱供給地域であれば、水

熱源で熱の製造を持続できます。

中圧ガス導管は強度や柔軟性に優れ、阪神・淡路大

震災でもガスの漏洩等の被害の報告はありません。

地域熱供給で使用する冷却塔は大型で設備

自体の耐震強度が高く、これまでの震災等

でも被害は軽微でした。

ほとんどの熱供給施設は、365日

24時間監視体制。個別空調シス

テムとは異なり、災害後の点検や

軽微な修繕も、専門知識を持つス

タッフが即応できます。

熱供給事業法により、地域導管の敷設に

は強度等に関する様々な規定があり、遵

守しています。

熱供給プラントは、震度6～7程度の地震動に対し

て破損等が生じない「耐震クラスA」※で設計されて

いる場合がほとんどです。 ※「建築設備耐震設計・施工指針」

コージェネレーションシステムや非常用

発電機を持つ熱供給地域では、非常時や

停電時でも、最低限の電気の確保が可能

です（システム構成による）。

熱供給プラントの多くが設置されている地下の

地震力は、地上部分に比べて最大で1/2、20m

以深では1/4で、耐震性に優れています。

熱供給プラントに設置されている大

規模な蓄熱槽や補給水槽は、行政等

との協定によって、非常時の生活用

水（トイレ洗浄等）・消防用水として

活用可能な熱供給地域もあります。

熱供給事業者は安定供

給のために、受電方式

を多重化することで、

災害に強い電源を確保

しています。
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建設費の高騰でそのインセンティブ

があまり効果的に作用せず、建設計

画自体が縮小される方向にあります。

建設費が高騰している状況が続くと、

容積率緩和という優遇策の魅力が低

下し、これを理由に地域熱供給を採

用するケースが減ることが危惧され

ます。

　札幌市では、市の都市計画や都心

エネルギーマスタープランに地域熱

供給が位置付けられ、都心の強靭化

のために公共の地下空間、地下歩道

などの空間に導管を設置できるよう

に大きな支援をいただいている状況

です。そのような協力をいただいて

いる状況ですが、建設費の高騰が大

きく響いている状況にあります。

増田　熱供給事業者の立ち位置とい

うのは非常にユニークで、社会、行

政、顧客それぞれとの関係性の中に

必要性がある。今のお話を伺って、

そこが強みだと改めて感じました。

　また、黒﨑さんのお話で、BCP

と CN 対策は両立させるものだとい

うお話がありましたが、これは大事

座談会 ◆ 街のレジリエンス強化に向けた地域熱供給の貢献

なことだと思います。BCP は企業

の経営戦略とも直結しますし、企業

の気候変動に関する情報開示を促進

する国際的な枠組み「TCFD（気候

関連財務情報開示タスクフォース）」

等でも、企業が気候変動のリスクを

認識し、経営戦略に折り込むことの

重要性について言及しています。

今後のレジリエンス対策の展望
増田　将来展望として、レジリエン

スの観点から取り組もうとされてい

ること等があればお話ください。

黒﨑　熱供給設備が 15 〜 20 年でリ

ニューアルされていくとすると、そ

のタイミングに合わせて、地域熱供

給は新しい価値を提示していく必要

があるかもしれません。この 15 年

は、地域熱供給は強靭化に貢献でき

るという価値が受け入れられてきま

したが、さらに新しい価値を生み出

していかないと、単に熱料金が高価・

安価という議論になってしまう気が

します。次のステップに移るために

知恵を絞らなくてはいけない時期に

来ているのではないかと感じていま

す。

波戸　広域停電になるとビル側も電

力が賄えなくなり、プラントでは通

信手段に困るという体験をしました。

ビジネスフォンにはバッテリーを用

意しておいて、停電時でも長時間通

信ができるようにしておかないとい

けません。地下のプラントの場合は

携帯電話も通じませんし、デスクト

ップパソコンはコンセントから電力

が供給されないので使えません。そ

のため、パソコンはモバイル型への

入替えを進めています。Wi-Fi など

も非常用電源から電力が供給される

ようにしておく必要を実感しました。

非常時対応のために参集した職員の

食事の確保も課題になります。

　あと、全道での停電は 11 時間続

きました。少しずつ停電が解消され

ていく中で、復電が一番早かったの

は特別高圧の系統でした。当社の札

幌市都心地域の 5 プラントのうち中

央エネルギーセンターだけは高圧受

電で、復電するまでに約 39 時間か

かりました。レジリエンスの観点か

ら言えば、地域熱供給への復電も優

先して実施してもらえるようにした

いということを札幌市と話し合った

りしています。

古田島　熱供給事業者は 24 時間

365 日、熱の製造と供給を専業とし

て実施しているので、そのスキルが

強みだと思っています。個別の熱源

設備についてもレジリエンスを高め

るためのノウハウ・スキルを提供す

ることができれば、さらに社会に貢

献できると思います。

　ちなみに、東日本大震災以降、大

規模なコージェネを設置するプロジ

ェ ク ト が 増 え ま し た が、 最 近 は
図3　�北海道熱供給公社の創世エネルギーセンターにおける災害時のエネルギー供給体制
	 （出典：当協会「熱供給108号」2019年2月から作成）

①プラントからの発電電力は、オフィス・帰宅困難者対応スペースの空調機へ供給される。
②プラントからの冷水・温水・蒸気は、コージェネレーション排熱や中圧ガスを利用して
　製造され、各エリア・スペースに供給する。
③放送局の空調、共用部分の照明等は、放送局および建物側の非常用発電機により
　電力を確保する。
④札幌市庁舎へは、冷水・温水を供給する。

低層棟

高層棟
オフィスエリア

放送局エリア
空調機

空調機

空調機

照明
等

温水
冷水
蒸気
電気

照明等

照明等

非常用発電機×2台
（全体共用・放送局）

冷房 暖房

冷房 暖房

冷房 暖房 加湿

加湿

加湿

給湯

DHCエリア

中圧ガス

札幌市
庁舎へ

商用
電力

CGS

帰宅困難者対応スペース

①

③

④

②
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2050 年の CN 実現に向けて、コー

ジェネの設置容量が抑え気味になっ

てきています。先ほど黒﨑さんがお

っしゃったように、BCP と CN を

バランスさせる形で導入するという

のが、今のトレンドです。排熱をエ

リアで活用できるのは、地域熱供給

の強みですので、その強みを活かし

た計画・設計は続けていきたいと思

っています。

　また、今後のビルは、非常時用に

大容量の備蓄水槽を所持するケース

が増えると思うので、ビル側と協力

して、そうした水槽を常用の蓄熱槽

や、非常時の冷却水補給水槽として

使用させてもらい、BCP の向上を

計画段階から考える必要もあると思

います。

　それから先ほど申し上げたように、

お客さまによって BCP に対する考

え方が異なってきているので、非常

時の供給をお約束していても、A

ビルと B ビルでは対応の仕方が異

なります。だからと言って、個別ビ

ルごとにマンパワーを割くのは難し

いので、自動化を図っていく必要が

あります。当然、イニシャルコスト

も膨らみます。その点では、私ども

が設置するプラントの価値を丁寧に

ご説明して、BCP のグレードの違

いに合わせた熱料金へのご理解をい

ただくことが必要になると思ってい

ます。

増田　そういう交渉を通じて、地域

熱供給の付加価値やスキルへの理解

も進みそうです。

　レジリエンスというのは、「元に

戻る」「復元」という意味合いが強

いのですが、実は「レジリエンスは

成長戦略」とも言われています。グ

ッと凹んだものが元に戻ることを

「バウンスバック」と言いますが、

レジリエンスには、さらに異質の変

化をして新しい形になるという「バ

ウンスフォワード」という成長の概

念もあります。厳しい状況に置かれ

ると、単に戻るだけでなく、質的量

的な変化を伴って結果的に色々なこ

とが進化・深化していく。それもレ

ジリエンスの大事な側面です。この

15 年を振り返ってみただけでも、

地域熱供給は厳しい経験を経て、新

しい方向に動いていっていると感じ

ました。

レジリエンス認証での評価に向けて
黒﨑　この 15 年の中では、バーチ

ャルなものへのコスト発生も認めら

れるようになりました。特に再エネ

の導入に関しては、その発電電力を

直接購入するのではなく、環境価値

を購入するという動きが加速してい

て、定着しつつあると感じています。

そのような証書の価値が高まるよう

な制度設計も進むと思いますし、再

エネ賦課金に変わる新たな負担方法

が登場することにも備えなければな

らないと考えています。

増田　確かにサービスや商品の質的

価値が多様な観点で評価されるよう

な時代になってきています。そこは

大きな変化で、大事な部分です。

黒﨑　企業でも、RE100 等への対

応を重視するお客さまが増えていま

す。

波戸　弊社でもコージェネを所有し

て、ビル側に電力を販売しています。

ボランタリークレジットではありま

すが、カーボンオフセット都市ガス

を使用して発電し、カーボンオフセ

ットの電力を提供しています。その

付加価値の分は、お客さまにご負担

いただいていますが、「コストが高

くなっても、弊社は環境貢献を重視

しているので、早く CN に貢献でき

るエネルギーを提供してほしい」と

いう企業もありますので、需要家が

何を重視するかで、弊社の事業にも

色々と影響が出てくると実感してい

ます。

古 田 島　 丸 の 内 周 辺 の ビ ル は、

LEED のような国際的な認証制度が

取得できるように、環境負荷の小さ

図4　災害時の事業継続を支える仲通り洞道とエネルギー供給システム系統図（図中表記は整備事業実施時のもの）
	 （�出典：東京都心・臨海地域都市再生緊急整備協議会 大手町・丸の内・有楽町地区都市再生安全

確保計画作成部会「大手町・丸の内・有楽町地区都市再生安全確保計画」令和7年3月改定）

《凡例》
電気
蒸気

※点線は既存配管を示す

ザ・
ペニンシュラ
東京

有楽町電気ビル

日比谷
サンケイビル

有楽町ビル

DNタワー21

新有楽町ビル

国際ビル

新国際ビル 新東京ビル

丸の内二重橋ビルディング

一時滞在
施設

一時滞在
施設

一時滞在
施設

一時滞在
施設

一時滞在
施設

非常用発電機
2,000kW
1,000kW

CGS
1,000kW
×2

ボイラ
24t/h×1

DHCプラント

一時滞在
施設

保安負荷・
一部専有部

仲通り地下通路

馬場先地下通路

DHC
プラ
ント丸の内

パークビル

3-2計画へ
蒸気供給

仲通り縦断洞道

敷地面積
延床面積

3,500㎡
42,200㎡

敷地面積
延床面積

7,200㎡
75,200㎡

敷地面積
延床面積

7,090㎡
67,000㎡

敷地面積
延床面積

9,100㎡
106,000㎡

敷地面積
延床面積

11,900㎡
205,600㎡

敷地面積
延床面積

9,400㎡
73,600㎡

有楽町地区 丸の内
二丁目地区
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増田 幸宏 氏　略歴
Masuda Yukihiro�

早稲田大学大学院理工学研究科建築
学専攻修了。早稲田大学高等研究所准
教授、豊橋技術科学大学大学院准教授
等を経て2018年より現職。専門は建
築・都市環境工学、設備工学。建築・
都市のレジリエンスに関する研究や
都市の環境インフラシステム構築に
関する研究に取り組む。レジリエンス
協会副会長、日本危機管理学会会長、
国土強靭化貢献団体認証 認証審査委
員会副委員長、さいたま市環境審議会
会長等も務める。

波戸 靖幸 氏　略歴
Namito Yasuyuki�

室蘭工業大学工学部機械工学科卒業。
下水処理施設維持管理業務を経験し、
1991年㈱北海道熱供給公社に入社。
札幌駅南口エネルギーセンター建設、
公共地下空間を活用した熱導管設置
などに携わり、2018年取締役執行役
員経営管理部長、2024年より現職。

古田島 雄太 氏　略歴
Kotajima Yuta�

武蔵工業大学（現・東京都市大学）工
学部建築学科卒業。設備設計事務所勤
務の後、2002年㈱三菱地所設計に入
社。都市エネルギー計画部担当部長を
経て、2017年よりグループ会社の丸
の内熱供給㈱へ出向。2022年より現
職。第43回空気調和・衛生工学会賞
（技術開発部門）受賞。共著に「蓄熱
式空調システム基礎と応用」（空気調
和・衛生工学会、1995年）。

黒﨑 充能 氏　略歴
Kurosaki Atsuyoshi�

宇都宮大学工学部建設工学科卒業。
1997年東京電力㈱に入社。水力発電
所勤務等を経て、2010年に法人営業
部に配属。2018年より現職。熱供
給事業、特定送配電事業、エネルギー
サービス事業に関する業務を担当。

座談会 ◆ 街のレジリエンス強化に向けた地域熱供給の貢献

図5　環境対策と災害対策を両立する地域熱供給の設備の例

平常時

非常時

太陽光発電等の普及による電力需給の
バランス不安定を蓄熱で解消し、
「再エネ導入拡大」にも貢献。

蓄熱槽の中に蓄えられている
大量の水（湯）を

災害時に「生活用水として活用」。

平常時

非常時

発電時の排熱活用により「省エネ」、
カーボンオフセット都市ガスにより
「カーボンニュートラル」にも貢献。

中圧ガス導管からの都市ガス供給と
組み合わせることで

災害時に「熱と電気を供給」。

コージェネ 水蓄熱槽

いビルとすることに強い意識がある

と感じています。東日本大震災の時

も都市ガス供給は停止せず、計画停

電の対象にもなりませんでした。エ

ネルギー的な BCP 対策については、

都内でも、場所によって捉え方が違

うように思います。

増田　最近、不動産のレジリエンス

を定量化・可視化して認証する制度

も始まっています。レジリエンスの

評価は総合力なのですが、災害に対

するレジリエンスについては、定量

的な評価手法の確立がこれからです。

しかし、不動産ファンド等は、安心

して投資をするためにもレジリエン

ス認証に期待を寄せていますし、レ

ジリエンス性能の見える化は市場に

おいてこれからかなり大事になって

いきます。評価手法の確立に向けて、

地域熱供給の導入やシステムへの評

価もきちんと入るようにしていきた

いですし、評価軸が確立できれば

色々なことにつながっていくと思っ

ています。

波戸　札幌市は、都心部が都市再生

緊急整備地域に指定されており、平

成 26 年に都市再生安全確保計画を

策定しています。災害時に帰宅困難

者を受け入れる一時滞在施設として

の機能を備える建物では、滞在者の

安全確保のために、電気・熱等のエ

ネルギー確保も重要な事項と認識さ

れています。全国的にもこのような

施設でのエネルギー確保の重要性は

変わらないので、熱供給とリンクし

た取組みになると良いと思います

増田　地域熱供給は、事業として脱

炭素化と強靭化の推進に貢献できる

し、それをやっていかなくてはなら

ないと思います。それを各自治体の

街づくりビジョンにうまく絡めてい

くことが大事です。街にはたくさん

のプレーヤーがいるので、難しい面

もありますが、逆に言えば、それだ

け多くの関係者を巻き込めるという

言い方もできます。その考え方は非

常に大事で、地域熱供給の強みと捉

えて街のレジリエンス強化に貢献し

ていっていただければと思います。
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GX実現に向けた基本方針GX実現に向けた基本方針

2023 年 2 月に「GX 実現に向けた

基本方針」が閣議決定されました。

GX とは、“ 化石燃料をできるだけ

使わず、クリーンなエネルギーを活

用していくための変革やその実現に

向けた活動 ” のことで、向こう 10

年間を見据えた方針となっています。

ターゲットが 2050 年ではないので、

低炭素化の取組みも GX だと言えま

す。

GX はイノベーションに取り組む

企業や自治体に対して 20 兆円の補

助金を出して、それを呼び水に 130

兆円の民間投資を引き出し、合わせ

て 150 兆円の官民投資を進めていく

というものです。その中で、経済産

業省が示している内訳（表 1）では、

原子力発電関連は 1 兆円しか割り当

てられていません。では、何に重点

が置かれているかというと、一番大

きいのが自動車で 34 兆円。次が再

エネの 20 兆円。次世代ネットワー

ク（系統・調整力）の 11 兆円は、

再エネ拡大のための送電線への投資

ですから、それも合わせると 31 兆

円で、再エネの位置付けの高さがわ

かります。3 番目が住宅・建築物で

14 兆円、抜本的な省エネを進める

とされています。また、脱炭素目的

のデジタル投資が 12 兆円で、水素・

アンモニアと蓄電池に 7 兆円ずつが

割り当てられています。

蓄電池は出力が不安定な再エネ導

入のために必要な技術ですが、材料

であるレアメタルは中国に抑えられ

ていること等から蓄電池だけでなく、

バックアップとして火力発電が必要

となります。しかし、従来の火力発

電では CO2 の排出があるので対策

表１　経済産業省が示したGX実現に向けた150兆円投資の内訳

順位 分野 官民投資額
1 自動車産業 約 34 兆円～
2 再生可能エネルギー 約 20 兆円～
3 住宅・建築物 約 14 兆円～
4 脱炭素目的のデジタル投資 約 12 兆円～
5 次世代ネットワーク（系統・調整力） 約 11 兆円～

6
水素・アンモニア 約 7 兆円～
蓄電池産業 約 7 兆円～

8 航空機産業 約 5 兆円～
9 CCS 約 4 兆円～

10

化学産業 約 3 兆円～
ゼロエミッション船舶（海事産業） 約 3 兆円～
バイオものづくり 約 3 兆円～
カーボンリサイクル燃料（SAF、合成燃料、合成メタン） 約 3 兆円～
鉄鋼業 約 3 兆円～

15 資源循環産業 約 2 兆円～

16
セメント産業 約 1 兆円～
紙パ産業 約 1 兆円～

18 次世代革新炉 約 1 兆円
（出典）橘川氏講演資料より作成

（一社）日本熱供給事業協会では、令和6年10月30日（水）に、当協会の会員に向けた「令和6年度日本
熱供給事業協会シンポジウム」を開催しました。その際、国際大学学長である橘川武郎氏に、「日本のエネルギ
ー政策と熱供給」と題して基調講演を行っていただきました。ここではその講演内容の一部をご紹介します。

令和6年度日本熱供給事業協会シンポジウム令和6年度日本熱供給事業協会シンポジウム

基調講演基調講演「日本のエネルギー政策と熱供給」「日本のエネルギー政策と熱供給」

橘川 武郎橘川 武郎 国際大学学長・大学院国際経営学研究科 特任教授 国際大学学長・大学院国際経営学研究科 特任教授
 東京大学・一橋大学 名誉教授 東京大学・一橋大学 名誉教授

抄録
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が必要です。石炭火力はアンモニア

を混焼させて低炭素化を図り、脱炭

素に向けてはアンモニア専焼火力発

電に発展させる。LNG 火力発電は

水素を徐々に混ぜていき、最後は水

素専焼火力発電にする。そのような

展望の下で、水素・アンモニアが位

置付けられています。この GX の

150 兆円の取組みは、非常に素晴ら

しいと思っています。

カーボンニュートラルへの道

2023 年 4 月に開催された G7 札幌

気候・エネルギー・環境大臣会合で

は、2035 年までに 2019 年比で 60%

削減という日本の新しい温室効果ガ

ス排出削減目標が出てきました。こ

の目標は、2013 年比で言えば 66％

削減という数字なので、とんでもな

く高い目標です。国際的には日本の

NDC（Nationally Determined Con-

tribution）とも捉えられ、第 7 次エ

ネルギー基本計画もこれを前提に議

論せざるを得ない流れでしたが、数

字はほとんど報道されることはあり

ませんでした。

政府が考えるカーボンニュートラ

ル（以下、CN）への道は、大別す

ると、電力分野と非電力分野と炭素

除 去 の 3 つ の 取 組 み に な り ま す

（表 2）。

電力分野では、全ての電源を CO2

排出がないゼロエミッション電源に

していきます。再エネ、原子力発電

に 加 え て、 水 素 や ア ン モ ニ ア、

CCUS を活用したカーボンフリー火

力発電への切替えを行っていきます。

ただ、極めて大事なことは、日本の

全部のエネルギー消費を 100 とする

と、電力分野での消費は、発送電の

ロスを含めても 40 ということです。

残りの 60 は熱を中心とする非電力

分野で消費されています。CN 実現

のための主戦場は電力分野ではなく、

非電力分野なのです。

第 6 次エネルギー基本計画では

EV 化、第 7 次エネルギー基本計画

ではデータセンターの増加が中心と

なっていますが、いずれも非電力分

野の電化は重視されています。しか

しながら、2050 年においても発送

電のロスを含めた電化率は 38％に

とどまり、熱を中心とした非電力分

野が主戦場であり重要であることに

変わりはありません。

また、非電力分野の既存の取組み

としてはバイオマスがありますが、

供給量が足りませんので、キーテク

ノロジーは水素になります。石油業

界は全力を挙げて CO2 と水素から

合成液体燃料（e-fuel）を、ガス業

界は CO2 と水素から合成メタンガ

ス（e-methane）を製造する技術開

発を進めています。

燃料以外でも、もっとも CO2 を

排出している鉄鋼業は大きな変化が

必要です。CN に向けて、CO2 を発

生させない「水素還元製鉄」という

技術の開発を進めています。ここで

もキーテクノロジーは水素です。

ただ電力、非電力分野で一生懸命

取り組んでも、CO2 の排出は残り

ます。その分は、植林で吸収してい

くほか、大気中の CO2 を直接回収

して貯留する技術「DACCS」も必

要 に な り ま す。e-fuel、e-methane、

バイオマスも、燃やせば CO2 が出

てしまうので、そのような燃料を製

造、 販 売、 使 用 す る 企 業 は、

DACCS の実施を求められる時代に

なっていきます。

コスト削減が最大の課題

CN 実現に向けての最大の課題は、

エネルギーコストの大幅な上昇を伴

うことです。第 6 次エネルギー基本

計画を策定した時に公益財団法人地

球環境産業技術研究機構（RITE）

が示した 7 つのシナリオでは、衝撃

的なことに、どのシミュレーション

結果も発電コストは現在の 13 円 /

kWh のほぼ倍ないしそれ以上の値

段でした（表 3）。

CN 実現にはコスト削減が必要で

す。コスト削減の方法は大きく言う

と 2 つしかありません。1 つはイノ

ベーションです。これが最も重要で

あることは間違いありません。

もう 1 つは、セカンドベストだけ

れども確実に効果がある対策を必ず

実施することです。例えば、既存イ

表2　政府が想定しているカーボンニュートラルへの道
■電力：ゼロエミッション電源
　＊再生可能エネルギー、原子力
　＊カーボンフリー火力（水素、アンモニア、CCUS）
■非電力：熱利用など
　＊電化（EV：電気自動車）［総電力需要1.3～1.5兆kWh 電化率 38％］
　＊水素（水素還元製鉄、FCV：燃料電池車）
　＊合成メタン（e-methane）、合成液体燃料（e-fuel）
　＊バイオマス
■炭素除去：最終的なCO2発生分をオフセット
　＊植林
　＊ DACCS（Direct Air Capture + Carbon dioxide Capture and Storage）

（出典）橘川氏講演資料より作成
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ンフラの徹底的な活用などが該当し

ます。e-methane は、既存のガス管

をそのまま使って導入できます。ア

ンモニアは、既存の石炭火力発電所

で使えます。日本はこのような技術

を使って、CO2 を大量に排出して

いる新興国でも、既存インフラを活

かしながら燃料転換をするお手伝い

ができます。日本は、気候変動問題

への対応で遅れをとっていると言わ

れています。2030 年の時点では難

しいと思いますが、2050 年までに

はこのようなアプローチで日本が必

ず世界のトップに立っていると思っ

ています。

CN実現に向けた需給一体の取組み

政府が考える CN への道は、大き

く分けると電力と非電力と炭素除去

の 3 つがあると申し上げましたが、

どれも供給サイドからの施策です。

需要サイドからのアプローチが弱い

という課題があることがわかります。

世界 4 位の GDP を持つ日本経済

を支えているのは製造業です。日本

には、部品、部材をつくっている会

社が非常に多いのですが、製品その

ものから CO2 が排出されなくても、

製造工程で CO2 が排出されるので

あれば売れなくなる。そういうこと

が欧州で始まっています。そうする

と部品工場でも CO2 の排出ができ

なくなります。サプライチェーンの

カーボンフリー化が求められ、下流

の組立て会社が部品を買ってくれな

いということが起こります。では電

化をすればいいかと言えば、そうで

もありません。高温域の熱が必要な

製造工程は絶対電化では済みません。

そうなると、必ず CO2 が出てきま

すので、CO2 回収などでカーボン

リサイクルをさせていく必要があり

ます。これができないと、日本の製

造業は生きていけなくなります。こ

れが非常に深刻な問題です。

今後、おそらく排出する CO2 に

価格をつけて、排出量取引や炭素税

のような形で課金されるカーボンプ

ライシングが導入されます。今、日

本では CO2 の 1 トンあたりの値段

が 300 円です。ところが、欧州では

すでに 3,000 〜 5,000 円です。2030

年までには 1 万円になると言われて

います。つまり、日本でも、CO2 排

出には今の 10 〜 30 倍ぐらいの課金

がなされる時代がやってきます。そ

うすると、やはり需要サイドでの

CN 対策が非常に重要になってきま

す。

欧州では、セクターカップリング

という手法が当たり前に採られてい

ます。このような発想が日本にない

ことも大きな課題です。デンマーク

橘川 武郎氏

表3　想定シナリオと2050年の発電コスト

シナリオ
電源構成

総発電力量 発電コスト
（限界費用）※再エネ 原子力 水素 /ア

ンモニア
CCUS
火力

参考値のケース（ベース） 54％ 10％ 13％ 23％ 1.35 兆 kWh 24.9 円 /kWh
①再エネ 100％ケース 100％ 0％ 0％ 0％ 1.05 兆 kWh 53.4 円 /kWh
②再エネの価格が飛躍的に低減す
るケース 63％ 10％ 2％ 25％ 1.50 兆 kWh 22.4 円 /kWh

③原子力の活用が進むケース 53％ 20％ 4％ 23％ 1.35 兆 kWh 24.1 円 /kWh
④水素・アンモニアの価格が飛躍
的に低減するケース 47％ 10％ 23％ 20％ 1.35 兆 kWh 23.5 円 /kWh

⑤CCUSにおけるCO2 貯留量が
飛躍的に増大するケース 44％ 10％ 10％ 35％ 1.35 兆 kWh 22.7 円 /kWh

⑥カーシェアリングにより需要が
低減するケース 51％ 10％ 15％ 24％ 1.35 兆 kWh 24.6 円 /kWh

いずれのシナリオでも、2050年の発電コストは現行（13円 /kWh）を大きく上回る。
（出典）橘川氏講演資料と、（公財）地球環境産業技術研究機構（RITE）秋元圭吾・佐野史典氏「2050 年カーボンニュートラルのシナリオ分析（中間報告）」（総
合資源エネルギー調査会基本政策分科会、2013 年 5月 13日：一部分析結果を追加したもの（6月 11日））より作成
※発電コスト（限界費用）は送電端におけるコストであり、小売の電力料金はこれに 10円 /kWh 程度の託送料金が上乗せされることに注意
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では、全ての発電所が電気だけでな

く熱もつくれるようになっています。

その熱は 80℃くらいの温水です。

夏に巨大なタンクに蓄えて、冬に

50℃ぐらいになった温水をパイプラ

インで各家庭や工場に配るというの

が、地域熱供給の基本的な仕組みに

なっています。これがセクターカッ

プリングという手法です。この話を

すると、日本にはそのようなパイプ

ラインがないから無理だと反論され

ますが、デンマークの熱のパイプラ

インは水道管に限りなく近いものな

ので、日本でも 2050 年までの期間

で十分に整備可能なはずです。

デンマークでは、風力発電の普及

も進んでいて、需要を超えて発電さ

れる時は、日本のように出力制御を

かけず、思い切り発電を続けさせま

す。余った電力は温水製造に活用し、

蓄熱してしまう。このやり方が一番

賢いやり方だと思います。

コペンハーゲンでは街中に熱のパ

イプラインがほぼ 100% 敷設されて

いますし、農村地域でも 60% 以上

普及しています。そういう世界をつ

くっていかなくてはいけません。こ

れは地域熱供給がこれからの CN の

中心であるということを示していま

す。

熱供給事業者のCNへの参画（表4）

2024 年 3 月 31 日 時 点 で、1,078

自治体が環境省のゼロカーボンシテ

ィ宣言をしています。ただし、各自

治体では、具体的な施策はまだまだ

というのが現状です。最終的には

2050 年を見据えて熱電併給という、

セクターカップリングを実現してい

くのが一番の解決策です。その場合、

温水が供給できる範囲で考えますと、

コミュニティ単位で対応していくこ

とが有効です。パイプラインを敷設

するのが難しい場合は、地域の再エ

ネや蓄電池などの分散しているエネ

ルギーリソースを制御して発電所と

同じように機能させる VPP（バー

チャル・パワー・プラント）を実施

してもよいかもしれません。

その実施主体は、コミュニティで

エネルギーのことを良くわかってい

る方が担うのが一番です。熱供給事

業者、LP ガスの事業者、あるいは

小田原ガスや松本ガスといったその

都市への供給に特化しているような

ガス会社、ガソリンスタンドを経営

している人たちも良い担い手になる

と思います。そのような担い手が自

治体と協定を結ぶなどして、CN を

実現していく必要もあります。

環境・エネルギー事業の未来

CN に向けての主戦場は熱ですか

ら、中心的なプレーヤーは熱が分か

っている人でないと駄目です。コミ

ュニティベースで熱電併給を進めて

いくことになるので、分散型エネル

ギーを制した者が経済的にも勝つと

思います。熱電併給は調整力として

再エネと強く結びつくので、再エネ

主力電源化と地方創生を真剣に考慮

した者が勝ち残っていくと思います。

終わりに

最後に 1 つだけ、原子力発電に対

して私が思うことを付け足しておき

ます。原子力発電の推進のためには、

原子力発電にしかできない新しい価

値をアピールすべきだと思います。

原子力発電の電力を使って国内で水

の電気分解を行い、カーボンフリー

水素をつくる。これによってアンモ

ニ ア も e-fuel も e-methane も 製 造

コストが大幅に下がります。つまり、

熱分野にも非常に良い影響を及ぼす

と思います。第 7 次エネルギー基本

計画の立案では、このようなことを

議論していただきたいと思っていま

す。

表4　熱供給事業者への期待

熱供給事業者のカーボンニュートラルへの参画

■需要サイドからのアプローチ

■ゼロカーボンシティ
　　＊ 2024.3.31 時点で	1,078 自治体
	 ：46 都道府県、603 市、22 特別区、352 町、55 村
　　＊意思表明するも、大半は具体的施策を模索中

■コミュニティベースの CN 挑戦のポイント
　　＊熱電併給
　　＊エネルギー源の CN 化 ⇒ コミュニティによるエネルギー選択
　　＊自治体と熱供給事業者による CN 協定
　　＊ VPP（創電＋蓄電＋節電）のアグリゲーター

環境・エネルギー事業の未来

　＊「熱を制した者」
　＊「分散型を制した者」
　＊「再エネ主力電源化と地方創生を真剣に追求した者」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が生き残る

（出典）橘川氏講演資料より作成
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GoTo カーボンニュートラル！ミリエネ・サイエネ・最前線⑪

COCO22回収・貯留回収・貯留（日本CCS調査㈱）（日本CCS調査㈱）

CCSの実用化に向けた日本初の大規模実証試験
①苫小牧におけるCO2 回収・貯留（以下、CCS）の大

規模実証試験の概要を教えてください。

◆　日本 CCS 調査㈱は 2008 年設立の民間企業で、苫小

牧 CCS 実証試験センターにて CCS 実証試験等を行って

います。CCS は、温暖化の原因の１つである CO2 を工

場等から回収して地中に貯留することで、大気中の CO2

の削減を図る技術です。日本では、2050 年カーボンニ

ュートラル実現のための取組みの中で、年間 1.2 億〜

2.4 億トンの CCS による貯留が目安とされています。そ

のためにも CCS が早期に事業化され、貯留量を増やし

ていくことが求められています。

　苫小牧での CCS の実証試験は、日本でも CCS が安全

に実用化できるように知見を得ることが目的で、当社が

経済産業省（2018 年からは NEDO）から委託を受けて

2012 年に着手しました。その後 4 年間、約 4 万㎡の敷

地にて設備の設計・建設や圧入井
せい

の掘削等を行い、CO2

の分離・回収から貯留までを一貫して実証するシステム

を構築しました。CO2 の圧入は 2016 年に開始し、2019

年 11 月に目標であった累計 30 万トンの貯留を達成して

います。この規模の CCS 実証試験は日本初の試みです。

体積を1/300にして海底下の地層に貯留
②CCSはどのような仕組みで実施されるのでしょうか。

◆　ここでは隣接する製油所から、高純度水素の製造過

程で排出される CO2 含有ガス（CO2 割合約 50％）の供

給をパイプラインを通して受けています。このガスから

CO2 を回収するために、CCS では世界初の省エネ型の

分離・回収技術となる、アミン溶液を使った「2 段吸収法」

を採用しました。CO2 分離・回収設備は CO2 吸収塔、

低圧フラッシュ塔、CO2 放散塔で構成され、濃度 99.9％

の CO2 を回収しています。CO2 含有ガスにアミン溶液

を接触させて CO2 を吸収させ、放散塔でその溶液を加

熱して CO2 の分離を図るという 1 段階の方法が採用さ

2050 年カーボンニュートラルの実現には、2050 年カーボンニュートラルの実現には、
COCO22 を回収して貯留する「CCS」の技術が不可欠であると言われている。を回収して貯留する「CCS」の技術が不可欠であると言われている。

20 世紀はほぼ存在しなかった CCS 施設は現在、各国で熱心に開発が進められている。20 世紀はほぼ存在しなかった CCS 施設は現在、各国で熱心に開発が進められている。
今回は日本初の大規模実証試験を行ってきた今回は日本初の大規模実証試験を行ってきた

日本 CCS 調査㈱の苫小牧 CCS 実証試験センターに伺い、日本 CCS 調査㈱の苫小牧 CCS 実証試験センターに伺い、
同センターでの CCS の取組みについてお話を伺った。同センターでの CCS の取組みについてお話を伺った。

苫小牧CCS実証試験センターの設備
の位置関係（2021年度にOBS、およ
び地上地震計の運用を停止・撤去）
	(提供：日本CCS調査株式会社)

苫小牧CCS実証試験センター
（提供：日本CCS調査株式会社)
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れることが多いですが、ここでは低圧フラッシュ塔を追

加して CO2 濃度が高いアミン溶液を減圧することで

CO2 を分離させる 2 段階目の工程を加え、加熱の工程

を最小限にして約 1/3 〜 1/2 のエネルギーでの分離回収

を可能としました。この CO2 を加圧して気体の 1/300

の体積の超臨界状態（圧力 7.38MPa、温度 31.1℃超の状

態。気体と液体の性質を兼備）にして、苫小牧市沖の海

底下の貯留層に圧入しています。

③CO2 貯留に適した地層はどのようなものでしょうか。

◆　CO2 の貯留層は、砂岩等からなる『CO2 を貯める

ことができる貯留層』と、泥岩等からなる『CO2 を通

さない蓋となる遮蔽層』の構成となります。当実証試験

では陸上から海底下 1,000 〜 1,200m の貯留層と海底下

2,400 〜 3,000m の貯留層に向けて 2 本の圧入井を掘削し

ています。貯留層までは超臨界状態の CO2 を送り込む

チューブと保護用の鋼管が通してあり、その先に多数の

孔が空いたスクリーンパイプ（萌別層 1,194m、滝ノ上層：

1,134m）を繋げています。スクリーンパイプの設置は、

全長から均等に CO2 を貯留層に浸透させるのが狙いで

す。

　なお、この実証試験は CCS が安全に実施できること

の確認も目的の 1 つでした。そのため①弾性波探査によ

る貯留層内の CO2 の移動、広がりの把握、②地震計に

よる微小振動、自然地震の常時観測、③海流、水質、海

底の泥、海洋生物等の状況変化を調べる季節ごとの海洋

環境調査の 3 つの調査を実施しています。これらの調査

を通して、これまで CO2 の漏出や圧入による自然界へ

の影響はなく、CCS の安全性が確認できました。

実用化には低コスト化やインセンティブの創設が課題
④普及拡大の課題について教えてください。

◆　一番の課題はコストです。現在の CCS は CO2 分離・

回収の燃料コストが大きいので、CO2 排出源に応じた

様々な CO2 分離・回収手法の技術開発を継続して、

CCS 普及に向けてさらなる低コスト化を図ることが課

題となっています。また、CO2 の排出源と貯留適地が

近接しているとは限りませんので、CO2 の輸送手段の

確立と輸送コストの低減も課題となっています。

　一方で、今後、CCS を促進する上で重要とされてい

るのが、国による CO2 排出者への CCS 実施に対する補

助や減税等のインセンティブの創設で、現在検討が進め

られています。

　2025 年 2 月に、苫小牧市沖が CCS 事業法の日本初の

特定区域に指定されました。他にも、先進的な CCS 事

業として国内外 9 件のプロジェクトが国により採択さ

れ、2030 年までに事業開始ができるように支援が受け

られる予定です。今後も民間が参入しやすくなるための

事業環境の整備が期待されています。

CO2の分離・回収から貯留までを一貫して実証するシステムの全体概要（提供：日本CCS調査株式会社)

圧入井の坑口設備
（提供：日本CCS調査株式会社)

お話を聞かせてくださった苫
小牧CCS実証試験センター広
報渉外グループの山岸和幸氏
（右）と、青柳久美氏（左）

ガス供給設備

水素製造装置

【貯留層】萌別層砂岩層
海底下・深度1,000～1,200m

【貯留層】滝ノ上層T1部層
海底下・深度2,400～3,000m

PSAオフガス送出

年間約10万トン規模
※供給源の操業状況等による

昇圧・分離
圧縮

遮蔽層

遮蔽層
貯留層

貯留層

圧入井（2坑）

分離・回収 圧入 貯留

CO2 分離・回収／圧入設備≪新設≫

≪新設≫

CO2分離・回収の概念図（2段吸収法）（提供：日本CCS調査株式会社)

送出

CO2 含有ガス

送出配管
≪新設≫
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ビル3棟の一体的再開発で地域熱供給を採用
福岡市の中心地・天神エリアでは、多数の大規模再開

発が進められている。天神交差点周辺の「天神明治通り

地区」約 17ha では、老朽建物の機能更新とともに新し

い街づくりを推進するために、2008 年に天神明治通り街

づくり協議会（以下、MDC）を設立。街の将来像の「グ

ランドデザイン」、エネルギー融通や一括したマネジメ

ントによるスマートエリア化にも言及した「グランドデ

ザイン実現の手引書」を作成し、持続可能な都市部の構

築に向けて、エリア内での建築計画に、環境負荷低減や

ONE	FUKUOKA	BLDG.外観	（写真：㈱エスエス）

安全・安心向上への配慮を求めてきた。一方で福岡市は、

2014 年に福岡市が「国家戦略特区」に指定されたことを

トリガーとして、2015 年、天神交差点から半径 500m圏

内を対象に、更新期を迎えたビルを耐震性が高い先進的

なビルに建て替える誘導策「天神ビッグバン」をスター

トさせた。航空法に基づく高さ制限や容積率の緩和等を

インセンティブとした同施策によって、50 棟以上の更新

が完了もしくは進行中という状況になっている。

全国熱供給エリア紹介◯25

天神ビッグバン最大の再開発ビルにおける
環境性と安心・安全確保のために採用された地域熱供給

西鉄福岡駅再開発地域西鉄福岡駅再開発地域
㈱福岡エネルギーサービス㈱福岡エネルギーサービス

営業地域図

天神第2熱源センター天神第2熱源センター

天神熱源センター天神熱源センター

地下鉄空港線地下鉄空港線明治通り明治通り

国体道
路

国体道
路

昭和通り昭和通り

天神ビル●天神ビル●

岩田屋本館●岩田屋本館●

警固神社●警固神社●
●三越●三越

●大丸 エルガーラ●大丸 エルガーラ

●福岡市役所●福岡市役所

●
警固公園
●

警固公園

ソラリアステージビル
●

ソラリアステージビル
●

ソラリアプラザビル
●

ソラリアプラザビル
●

ソラリア　
ターミナルビル●

ソラリア　
ターミナルビル●

●
ソラリアパーク
サイドビル

●
ソラリアパーク
サイドビル

天神天神

天神南天神南

天
神
天
神

連
携
導
管

連
携
導
管

地
下
鉄
七
隈
線

地
下
鉄
七
隈
線

西
鉄
天
神

大
牟
田
線

西
鉄
天
神

大
牟
田
線

ONE 
FUKUOKA 
BLDG.

ONE 
FUKUOKA 
BLDG.
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の 17 階までにあるオフィス、商業施設、飲食店、カン

ファレンス＆ホールに、6℃の冷水と 47℃の温水、電力

が供給され、総合COP1.05 の達成が見込まれている。な

お、同ビルはオフィスフロアで ZEB Ready、建物全体

で ZEB Oriented の認証等を取得しており、地域熱供給

が同ビルの大幅な省エネに大きく貢献している。

建物や街区へのBCP（事業継続）に貢献
ワンビルの建築計画では、事業主である西鉄が、環境

配慮と事業継続性を強く求め、地震時でもエネルギー供

給が継続できる中圧のガス導管と地域熱供給、コージェ

ネ、非常用発電機（2,500kVA× 2）が導入された。

福岡市とは、非常時に帰宅困難者の一時滞在施設とし

てビル内のスペースを提供する協定を結んでいる。地下

3階の備蓄倉庫には 555 人が 3日間過ごせる分の食料や

飲料水等が保管されており、第 2熱源センターからは熱

と電力を供給するとともに、蓄熱槽の水をトイレ等の雑

用水に転用することが可能な仕組みが整えられている。

顧客の満足度を向上していく地域熱供給へ
2026 年には、地下鉄天神駅も供給先に加わる。㈱福

岡エネルギーサービスでは、安定供給はもちろんのこと、

お客さまのカーボンニュートラル実現に向けて、最大限

の省エネ実現に努めながら、顧客満足度の向上に重点を

置いた活動を続けていく予定である。

そのような中、MDCの会長会社である西日本鉄道㈱

（以下、西鉄）は、本社が入居していた 1961 年竣工の福

岡ビルについて、老朽化対応を理由に建替えを検討し、

隣接する商業施設の天神コア、天神ビブレ（天神第一名

店ビル）と一体的再開発を実施することにした。新ビル

の名称は「ONE FUKUOKA BLDG.」（以下、ワンビル）

で、天神ビッグバンのボーナス認定ビルの中でも最大規

模の延床面積 14.7 万㎡が計画された。建物や街区の

BCP（事業継続）と省エネ・脱炭素の両立に向けて様々

なエネルギー供給方式が検討されたが、最終的に、他の

西鉄グループのビルでの安定的な熱供給の実績が評価さ

れ、㈱福岡エネルギーサービスの西鉄福岡駅再開発地域

を拡張する形で地域熱供給方式が採用された。ワンビル

の開業は 2025 年 4月である。

第2熱源センターを設置して熱と電気を供給
西鉄福岡駅再開発地域では、今回のエリア拡張に対し

て、災害時のBCP 対応と熱源設備の再構築の観点から、

ワンビルに第 2熱源センターを設置することとした。

熱源設備としては、インバータターボ冷凍機、ガス吸

収式冷温水機、水蓄熱槽（冷水）、さらに同社では初採

用となるガスエンジンコージェネ（400kW× 2）と排熱

利用が可能な吸収式冷温水機が導入され、電気とガスの

ベストミックスシステムが構築された。

このシステムで、地下 4階・地上 19 階建のワンビル

エネルギーフロー図 ONE	FUKUOKA	BLDG.フロア構成図

電力

冷水
6℃

温水
47℃

電力

：冷水
：温水
：冷却水
：排温水

冷却塔
×3基

電動ターボ冷凍機【インバータ】
600RT×2台

ガス吸収式冷温水機
500RT×2台

ガス吸収式冷温水機【排熱回収型】
500RT×1台

冷水槽
熱交換器

熱交換器
天神熱源センターより

熱交換器

ガスエンジン発電機
400kW×2台

真空式温水ヒータ
4.18GJ/h×1台

電動ターボ冷凍機【インバータ】
600RT×1台
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オフィス
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オフィス

オフィス

オフィス

オフィス

オフィス

オフィス

オフィス

熱供給プラント

熱供給プラント

CIC FUKUOKA
ラウンジ、カンファレンス、バンケット

食堂

商業

商業

商業

商業

商業

駐車場

グランドロビー・商業
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東京都市サービス㈱が、清水建設㈱、高砂熱学工業㈱、東海大学、

芝浦工業大学と実施した「幕張 DHC 改修工事における高効率に向け

たシステム再構築」が、2024 年度省エネ大賞資源エネルギー庁長官

賞（省エネ事例部門）を受賞しました。供給開始後 30 年以上経過し

た DHC の本格的リニューアルで、単純な機器更新に留めずシステム

を再構築することで省エネ率は 30％、一次エネルギー効率は国内ト

ップレベルの 1.90（省エネ法改正後）を達成したこと等が評価されま

した。

また、中部国際空港エネルギー供給㈱が、中部国際空港㈱、東邦ガ

スエナジーエンジニアリング㈱と実施した「中部国際空港における防

災性向上と省エネ性能向上に向けたガスエンジン CGS の更新」が、

コージェネ大賞 2024 優秀賞（民生用部門）を受賞しました。ガスタ

ービンから停電対応型の高効率大型ガスエンジンに更新して空港施設

の BCP 強化と省エネに取り組んだ事例として評価を受けました。

東京都市サービス㈱が省エネ大賞、
中部国際空港エネルギー供給㈱がコージェネ大賞を受賞

東京ガス㈱と野村不動産㈱による芝浦スマートエネルギーネットワークが始動

News Flash

東京ガス㈱と野村不動産㈱が共同で設立した東京ガス

野村不動産エナジー㈱が、この度、野村不動産㈱と東日

本旅客鉄道㈱が事業主体である BLUE FRONT SHIBA 

-URA の TOWER S に「芝浦エネルギーセンター」を

開設し、3 月 1 日からエネルギー供給を開始しました。

本センターは隣接する既存の芝浦地域冷暖房センター

（東京ガスエンジニアリングソリューションズ㈱が運営）

と地域導管で接続され、エリア一体のエネルギー供給を

最適化する「芝浦地域スマートエネルギーネットワーク」

が誕生しました。3 プラントの機器を最適運用すること

で、エリア全体のエネルギー効率が約 15％向上される

見込みで、野村不動産グループの再エネ電力等と東京ガ

スグループのカーボンオフセット都市ガス（地球環境貢

東京都市サービス 幕張新都心ハイテク・ビジネス地域

中部国際空港エネルギー供給 中部国際空港島地域

芝浦地冷センター
（サブプラント）

エネルギー連携

将来計画プラント

芝浦エネルギーセンター

TOWER N（2030年度竣工予定）

TOWER S

芝浦地冷センター
（メインプラント）

浜松町駅浜松町駅

竹芝駅竹芝駅

【凡例】【凡例】

芝浦地域冷暖房区域

エネルギーの流れ

BLUE FRONT SHIBAURA

芝浦地域冷暖房区域

エネルギーの流れ

BLUE FRONT SHIBAURA

旧芝離宮恩賜庭園旧芝離宮恩賜庭園

シーバンスシーバンス

東京ガス東京ガス

献型）の採用によって、芝浦エネルギーセンターから供

給される熱と電気の CO2 排出量実質ゼロが実現されま

す。
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東京電機大学の学生向けの出前授業の様子（講義） 東京電機大学の学生向けの出前授業の様子（見学会）
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東京地下鉄㈱（以下、東京メトロ）

は、2021 年 3 月に設定した長期環

境目標「メトロ CO2 ゼロ・チャレ

ンジ 2050」に基づき、本年 4 月 1

日から、丸の内熱供給㈱、池袋地域

冷暖房㈱が冷熱供給をしている大手

町駅、二重橋前＜丸の内＞駅、竹橋

駅、霞ケ関駅、日比谷駅、青山一丁

目駅、東池袋駅の 7 駅で、CO2 排

出量が実質ゼロとなる「カーボンオ

フセット熱メニュー」を導入しまし

た。

東京メトロの「メトロ CO2 ゼロ・

チャレンジ 2050」は、2030 年度に

当協会では、2024 年度上半

期に引き続き、別表のように学

生向け出前授業を実施しました。

内容としては、①日本の脱炭素

施策と地域熱供給（エネルギー

の面的利用）に関する講義、②

施設見学（オンライン形式また

は実地形式）、③会員事業者に

よる事例紹介を実施し、最後に

質疑応答を行いました。

関係者の皆様には誌面をお借

りして厚く御礼申し上げます。

日本熱供給事業協会ホームページ https://www.jdhc.or.jp/

近畿大学・東京電機大学・北海学園大学・大阪公立大学の
学生向けに出前授業を実施

東京メトロが丸の内熱供給㈱と池袋地域冷暖房㈱の
「カーボンオフセット熱メニュー」を導入

カーボンオフセット熱の供給フロー図

東京メトロ

非化石証書、
クレジット等
販売業者

ガス事業者

小売電気事業者

丸の内熱供給㈱

池袋地域冷暖房㈱

環境価値
調達

都市ガス
調達

電力
調達

カーボン
オフセット熱

供給

駅冷房に使用

出前授業 開催一覧（2024年度下半期）
日程 11月25日（月） 11月28日（木） 12月12日（木） 1月20日（月）

大学・
学部

近畿大学
産業理工学部

東京電機大学
未来科学部 北海学園大学工学部 大阪公立大学大学院

都市系専攻
授業
ご担当

依田浩敏教授、
堀英祐准教授

百田真史教授、
西川雅弥准教授 小柳秀光教授 鍋島美奈子教授

協力
事業者

西部ガステクノ
ソリューション㈱ 池袋地域冷暖房㈱ ㈱北海道熱供給公社 ㈱関電エネルギー

ソリューション

東京メトログループ全事業の CO2

排出量を 50％削減（2013 年度比）、

2050 年度に実質ゼロを目標とする

もので、丸の内熱供給㈱や池袋地域

冷暖房㈱は、オフセットクレジット

4

や非化石証書等を活用して CO2 を

オフセットした冷熱を各駅に供給し

て、その実現に貢献します。

東京メトロの駅冷房に使用する熱

エネルギーの脱炭素化が図られます。
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Japan Heat Supply Business AssociationJapan Heat Supply Business Association
〒102-0075 東京都千代田区三番町1-16 三番町ホテルビル3階〒102-0075 東京都千代田区三番町1-16 三番町ホテルビル3階

tel.03-6261-7704 fax.03-6261-3195tel.03-6261-7704 fax.03-6261-3195

日本熱供給事業協会一般
社団
法人

“地域熱供給”のバーチャル工場見学サイトが開設されました！

この施設は下記エリアで熱供給を受けています

西鉄福岡駅再開発地域
（㈱福岡エネルギーサービス）

ONE FUKUOKA BLDG.
ONE FUKUOKA BLDG.は、西日本鉄道㈱の本社
があった福岡ビル、商業施設の天神コア、天神
ビブレの一体的再開発で、4月24日に開業した大
型複合ビルである。洗練されたデザインの、幅約
100m、奥行約70m、高さ約97mという存在感あ
る建物には、ハイクオリティなホテルやBCP・環
境性能に優れたオフィス、食の都・福岡ならでは
の飲食店街等があり、天神の新しいシンボルとし
て脚光を浴びている。この新生ランドマークビル
にも、安全・安心で環境と共生するまちづくりに
貢献する地域熱供給が採用されている。

街のレジリエンス強化に向けた
地域熱供給の貢献
増田 幸宏（芝浦工業大学 教授）
波戸 靖幸（㈱北海道熱供給公社 取締役常務執行役員 営業部長）
古田島 雄太（丸の内熱供給㈱ 取締役常務執行役員）
黒﨑 充能（東京電力エナジーパートナー㈱ 法人営業部 エリア開発推進部長）

座談会


